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研究成果の概要（和文）：集積の経済学や都市経済学において，大都市ほど賃金が高いということが知られてい
る．これは「都市賃金プレミアム」と呼ばれ，多くの実証研究において都市規模が大きくなるほどより高い賃金
が得られることが確認されている．本研究では，労働者・企業マッチデータを用いた新たなアプローチを提案
し、都市賃金プレミアムが生じるメカニズムを解明している．本研究における分析の結果，集積の経済は，企業
の生産性向上を通じてだけでなく，労働者個々人の技能向上への寄与を通じて，都市賃金プレミアムをもたらし
ていることが明らかになった．

研究成果の概要（英文）：In the literature on agglomeration and urban economics, it is known that 
wages are, on average, higher in larger cities. Many empirical studies find the "urban wage
premium," which describes the positive relationship between wages and city size. In order to 
investigate the mechanism of urban wage premium, this study proposes a new decomposition approach 
using matched employer-employee data. This study finds that agglomeration economies contribute not 
only to firms' total factor productivity, but also to workers' dynamic skill upgrading, which 
explains why wages are higher in larger cities.

研究分野： 空間経済学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 都市経済学におけるひとつの定型化され
た事実として，図１で示されるように，大都
市ほど賃金が高いということが知られてい
る．これは「都市賃金プレミアム」と呼ばれ，
多くの実証研究において都市規模が大きく
なるほどより高い賃金が得られることが確
認されている． 
近年，集積の経済の実証分析において，こ

の都市賃金プレミアムが生じるメカニズム
を明らかにしようとする研究が盛んに行わ
れている．本研究では，労働者・企業マッチ
データを用いた新たなアプローチを提案し、
都市賃金プレミアムが生じる要因を解明す
る． 

 

図 1 賃金と都市規模は正の関係 
注）Kondo (2017b)の Figure 2 より．図の詳
細は論文を参照． 
 
 
２．研究の目的 
本研究では，労働者・企業マッチデータを

用いた新たなアプローチから都市賃金プレ
ミアムの要因の識別を目的としている． 
集積の経済が賃金プレミアムをもたらす

ことは多くの実証研究において明らかにさ
れている．本研究の特徴は，どのようなメカ
ニズムによってそれが起こっているのかを
明らかにする点にある． 
例えば，図 2 において示すように，集積の

経済は地域における企業の生産性向上をも
たらすだけでなく，労働者の技能向上にも寄
与することが実証研究において指摘されて
いる．その結果，どちらの要因も地域全体と
して賃金上昇に寄与するが，どちらがどの程
度賃金上昇に寄与しているのかについては，
依然として詳細な実証分析が求められてい
る． 
したがって，都市賃金プレミアムについて，

労働者の技能向上と企業の生産性向上の識
別という観点からメカニズムの解明を試み
ている． 
 
３．研究の方法 
労働者の技能向上と企業の生産性向上に

よる要因をそれぞれ識別するため，本研究で

は，労働者・企業マッチデータを構築する．
労働者の個票データは「賃金構造基本統計調
査」（厚生労働省）を，事業所データは「工
業統計調査」（経済産業省）及び「経済セン
サス-活動調査」（総務省・経済産業省）を利
用する．「賃金構造基本統計調査」と「工業
統計調査」を事業所単位で接続する際は，「事
業所・企業統計調査」（総務省），「経済セン
サス-基礎調査」（総務省）を用いている． 
 基本的な分析方法は，労働経済学で用いら
れるミンサー型賃金関数を推定することで
ある．労働者がもともと持っている属性（教
育，年齢，性別，役職等）の影響を賃金から
取り除くことで，賃金における地域要因を推
定する．そして，この賃金の地域要因と都市
規模から観測される都市賃金プレミアムの
うち，集積の経済がもたらす効果を労働者の
技能向上要因と企業の生産性要因にそれぞ
れ分解する． 
 
４．研究成果 
（１）分析結果の概要 
 本研究によって明らかになったことは下
記の通りである． 
最も重要なこととして，集積の経済が賃金

上昇をもたらすとしても，企業の全要素生産
性向上だけがその要因ではないことが本研
究によって明らかになった． 
つまり，都市賃金プレミアムに関する伝統

的な解釈は，集積の経済が企業の全要素生産
性を上昇させる結果，平均的に大都市ほど賃
金が高いという説明がなされていたが，その
ような解釈だけでは説明しきれない実証結
果を得ている．このような識別は労働者・企
業マッチデータを用いることで検証可能と
なったことを認識しなければならない． 
 そして，集積の経済が賃金上昇をもたらす
際に，企業の生産性向上要因以外にも，労働
者の技能向上を通じた賃金上昇がより大き
な役割を果たしていることが本研究によっ
て明らかになった． 
これは，近年の先行研究でも指摘されてい

るように，大都市で長期的に働くことを通じ
て労働者個々人の技能が向上し，その結果，

図 2 研究の概要 
注）著者作成 
 
 
 



大都市における賃金上昇につながっている
可能性が示唆される． 
以上の研究成果を，独立行政法人経済産業

研究所のディスカッションペーパーとして
まとめた（Kondo, 2017a, 2017b）． 

 
（２）分析結果の詳細な議論 
 本節では，2 本の論文の具体的な研究結果
について紹介している． 

Kondo (2017b)では，賃金を基本給から計
算される時給と年間賞与に分けて都市賃金
プレミアムの経路を分析している． 
図 3 のパネル(a)において，推定した時給の

都市規模弾力性を掲載しているが，時給に関
しては，企業の生産性（TFP）を通じた効果
よりも，労働者の技能向上（Learning）の効
果がより大きいことを示している．一方で，
図 3 パネル（b）で示すように，年間賞与を
見ると，労働者の技能向上と企業の生産性向
上はほぼ同等の影響度を持っていることが
わかる（なお，図 3 ではその他の要因やそれ
らの組み合わせの影響度も示している）． 
 

(a) 賃金の都市規模弾力性 

(b) 年間賞与の都市規模弾力性 
 

図 3 都市賃金プレミアム 
 
注）Kondo (2017b)の分析結果をもとに著者
作成．詳細は論文を参照． 
 
 
 Kondo (2017a)では，大都市で働くことを
通じた動学的な技能向上により焦点を当て
た分析を行っている． 
 なお，労働者と事業所の個票データを接続
することで，労働者の賃金だけでなく，その
労働者が従事する事業所の労働生産性とい
う観点からも分析している．日本の雇用慣行
として，終身雇用や年功賃金による影響もあ

り，賃金が必ずしも現在の労働者の生産性を
反映する指標として適切であるとは限らな
い．そこで，労働者の生産性を計測する際は，
賃金だけでは必ずしも十分ではないことか
ら，本研究では労働生産性を使って同時に検
証している． 
 図 4 は，大都市と中小都市の間で就労期間
に応じて賃金・労働生産性がどのように上昇
しているのかを実際のデータから示してい
る（大都市が赤線，中小都市が青線）．パネ
ル（a）は大都市と中小都市の間の賃金プロ
ファイル，パネル（b）は大都市と中小都市
の間の労働生産性プロファイルを示してい
る． 
 働いてまもなくの時期は大都市と中小都
市の間で賃金や労働生産性の違いはほとん
どないことがわかる．一方で，労働者が経験
を積んでいくにしたがって，賃金と労働生産
性ともに都市規模間で格差が拡大し始める
ことがわかる．大都市で働くことには静学的
というよりも動学的な便益が存在する可能
性が示唆される． 
回帰分析により，労働者の観測できる属性

（教育，年齢，性別，役職等）や産業間の違
いによる影響を除いたとしても，大都市で働
く労働者の方が中小都市と比較して賃金・労
働生産性プロファイルがより急になってい

（a）賃金プロファイルと都市規模 

図 4 賃金と都市規模 
注）Kondo (2017a)の Figure 1．赤線は人口
による都市規模でみて上位 25%に属する市
区町村における平均賃金と平均労働生産
性．青線はその他の市区町村．パネル(a)の
賃金は都道府県最低賃金に対する相対時給
を表す．図の詳細は論文を参照． 
 

(b) 労働生産性プロファイルと都市規模 



ることがわかっている．  
 
（３）政策的含意 
 本研究は，賃金上昇に関する政策立案に対
して重要な含意を持っている．現在，生産性
向上と賃金上昇が重要政策課題となってい
るが，企業の生産性向上のみを意図した政策
だけでは，基本給を通じた賃金上昇と結びつ
けることは不十分であることが示唆される． 
企業の生産性向上を支援すること自体は

重要である一方で，このような政策の結果は
基本給による賃金上昇までつながらない可
能性を認識する必要がある．これは企業の内
部留保が増え続けていることにも反映され
ているかもしれない．一方で，このような企
業の生産性を通じた要因は，基本給よりは賞
与という形でより強く調整されていること
を同時に認識する必要がある．もし生産性向
上と賃金上昇を同時に達成するような政策
を考えるならば，労働者個々の生産性向上を
目的とした政策がより効果的であることが
示唆される． 
 また同時に，地方創生においても重要な政
策的含意を持つと考えられる．地方創生では
東京一極集中の是正という観点から若者を
いかに地方に留まらせるかという点で議論
されることが多い．しかし，地方に留まり続
けることによって，そのような若年労働者が
長期的に技能向上の機会を失ってしまう可
能性も示唆される．地域に人材を固定化させ
るような発想ではなく，大都市で働くことに
よる技能向上効果が存在することも念頭に
入れるべきであろう．また，大都市・中小都
市において，技能形成格差が広がらないよう
地方でも追加的な技能向上の機会を提供し
ていくことや都市と地方の相互の利点を生
かした人材交流を促す政策を考えていくこ
とも望ましいと考えらえる． 

 
（４）残された課題 
上述の研究成果は，日本経済学会，アジア

地域科学セミナー，北米地域学会(NARSC)，
応用地域学会等の国内外の学会・研究会にお
いてこれまで研究報告を行った．様々なコメ
ントを反映することで，論文の質を改善する
ことができたが，論点を明確にするため議論
の構成を改善する等，残された課題も多い．
今後は論文の改訂を行いつつ，査読付き学術
雑誌への掲載を目指す． 
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